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研修出張様式１


研修出張様式５


研修報告書

	所　　属　　東病棟　　　　職　種　　看護師　　　　氏　名　　成田　春佳

	期　　間　　令和元年7月6日～7月7日

	出張目的　　精神保健みちのくフォーラム2019秋田大会　
秋田こころの臨床研究会第35回夏季セミナー

	出 張 先　　秋田温泉さとみ

	研修に関する考察（プログラム毎に）　　　　　　　研修要旨（プログラム毎に）


～特別講演～

・精神科医療の多岐にわたる挑戦～日本で一番新しい精神科病院の実践～（7/6 15:15～16:45）

講師：片山　成仁（東京都足立区医療法人社団成仁病院理事長・院長）

（考察）

　私が仕事をしている中で日々感じている事は、入院での治療を必要としている患者は多くないのではないかということだ。退院できない理由として家族都合など社会的な問題から入院している患者もいるが、中には“なんとなく来た”“飽きたから帰る”など自己都合で入退院をする患者もいる。そのような患者が増えるほど、本当に入院での治療を必要としている患者に治療環境を提供できなくなってしまう。今回の公演を聴いて、成仁病院では独自のトリアージシステムにより不必要な入院を防ぐための合理的な方法を取っていると感じた。また、処遇制限が長期化しない為に麻酔作用のある抗精神病薬やECTを取り入れており、その結果入院期間も30日前後と短くなっている為、効率的な治療方法だと感じた。
　成仁病院独自の取り組みとしてモニター確認専門の看護師がいること、仕事内容や勤務時間を各スタッフに選択してもらうシステムは面白い方法だと思った。モニター確認専門の看護師は、モニター確認のみを行うことにより事故を未然に防ぐことが出来る。また、障害者を採用していることから障害者雇用にもつながり、一般スタッフにも障害のあるスタッフにも双方に利点のある取り組みだと感じた。仕事内容等を各スタッフに選ばせる方法は、自分にあった仕事内容等を選択できるためストレスなく仕事出来そうだと感じた。
　今回の講演を聴いて、入院体制を整えるだけでなく、スタッフが働きやすい環境も整えていることが分かった。スタッフが働きやすい環境は人員確保にもつながり、より安定した看護を行う事が出来る。
スタッフが満足できる職場環境は、患者の満足にも繋がると思う。患者とスタッフ双方のことを考えた体制作りが大切であり、難しい問題なのだと感じた。
（研修要旨）
　医療法人社団成仁病院における取り組みとして①同院で行っているスーパー救急のシステム、②独自のトリアージシステム、③処遇制限が長期化しないための体制、④人材戦略及び看護体制、⑤独自の取り組みについて講演がなされた。
①スーパー救急は24時間体制をとっており、救急車にて来院した患者が入院となる場合、まずER（保護室）へ入室となる。同院の保護室は壁が30cm、ドアが15cmと厚く設計されており、粗暴行為による破損を予防している。ERにて落ち着いた患者はICU（準保護室）：一般的な隔離室と同様の設計→救急病棟→退院準備病棟を経て退院する流れとなっている。
②同院の救急では要請リピートや薬のみ希望する患者が要請の2/3を占めている為、独自のトリアージシステムを採用している。同院では救急を「入院の可能性がある」と定義し、救急車に乗っている段階で入院の可否について判断している。救急は入院拒否のある患者、自己判断の出来ない患者とし保険診療を行っている。救急以外の患者は入院形態を指定する患者、診察や薬の処方のみを希望する患者とし時間外診療としている。時間外診療の患者は一度診療には来るが、リピーターとなる事はなくなるとのこと。このことから“救急のコンビニ化”を防いでいるとの説明がなされた。
③救急で入院し隔離や拘束となった場合、処遇制限が長期化しやすい傾向にある。また入院患者は入院前に睡眠をとることが出来ていない傾向にある。このことから夜間の睡眠確保、処遇制限を防ぐために、入院時に麻酔作用のある抗精神病薬を使用し、鎮静をかけるようにしている。抗精神病薬使用しても効果がない場合はECTを施行している。その結果同院での平均在院日数は30日前後となっている。
④同院では急性期に特化した医療を行っている。精神科経験者は従来の精神病院のやり方に固執してしまう傾向にある為、採用する人材は新人や精神科経験のない者としている。同院では役割機能別の看護体制を取っており(1)手技(テクニカル)：投薬、処置、(2)プライマリー：受け持ち制、入退院対応、カルテ記載、(3)セカンダリー：急変対応、クレームや立ち入り調査等外部対応の3つの役割を設けており、各スタッフにどの仕事内容が良いか選んでもらう仕組みを取っている。また、勤務時間を1日6時間40分としており、休日の日数をスタッフの申告制としている。朝礼や引継ぎをなくし、勤務体制を(1)6時間40分×6日、(2)10時間×4日の二通りとしている。
⑤独自の取り組みとしてモニター確認専門障碍者看護師やアスペルガーの活用等を行っているとの説明がなされた。業務をしながらのモニター確認ではモニターを見逃してしまうことが多い為、モニター確認専門の看護師を配置したとのこと。身体障碍のある看護師がメインとなっており、異常を発見した際にはPHSにて連絡する手はずとなっている。アスペルガーの活用では、データ集計や分析など得意な分野で活躍できるよう人員配置したとのこと。
以上5つの項目でスーパー救急に対する取り組み、独自の方法について説明がなされた。

～分科会～

・長期在院者の様々な壁・退院出来ない理由を探る（7/7 9:00～10:50）

　1.宮城県立精神医療センターの取り組み 
講師：米田　芳則（宮城県立精神医療センター　慢性重症プロジェクトチーム副看護師長）

　（考察）
　当院でも長期入院している患者がおり、退院支援が進まない状況にある。退院場所の調整がつかずに中々退院できなかったり、退院したとしても再入院を繰り返したりする患者もいる。また、社会資源について把握できておらず、利用するに至らない患者も見受けられる。そのため、精神科疾患を有した患者が地域へ移行できるような支援体制を整えたり、社会資源を有効に利用できるよう他職種と連携したりする必要があるのだと考える。宮城県立精神医療センターでは、入院中から地域支援者が関わったり、退院後も再入院とならないよう病棟看護師が訪問したりと継続した地域移行支援体制が整えられていると感じた。また、講演で入院患者が退院に関する意欲をなくした結果長期入院となってしまう為、長期入院は医療者の失敗とも言えると話されており、入院時や入院直後から退院を視野に入れた支援を行っていく必要があるのだと感じた。私の所属する病棟ではクリニカルパスを活用できていない患者もいるため、スタッフ間での連絡や調整を図り、早期に退院できるような支援体制を整えていきたいと思った。
　（研修要旨）

　この講演では①宮城県立精神医療センターの概要、②同院における重度かつ慢性患者の転帰と治療、③同院における長期入院患者に対する取り組みについて説明がなされた。①概要として平成19年よりスーパー救急、平成26年よりダブルスーパー救急を行い、平成31年3月より24時間精神科救急を行っている。同院は宮城県内唯一の精神科スーパー救急病棟となっており、宮城県内の措置入院患者の6～7割が同院に入院している。②厚生労働省の重度かつ慢性基準案に基づき同院入院患者を分けたところ、1年以上の長期入院患者のうち60%が重度かつ慢性の基準に該当した。このことから長期入院患者の退院促進や地域密着に効果的な治療法を検討する事を目的として慢性重症プロジェクトチームを立ち上げ、調査を行った。プロジェクトメンバーは医師や看護師、PSW、OTなど多職種で構成されている。調査結果より重度かつ慢性の基準に該当する患者は非該当の患者と比較し退院率が低く、入院が長期となるにつれ退院率が低下している事分かった。③同院では長期入院患者に対し3つの取り組みを行った。一つ目はチーム医療委員会の設立だ。この委員会では医療機関と地域支援者の担当者間での顔が見える関係づくりを目的とし、退院支援や地域移行後の支援状況の確認、意見交換等を行っている。二つ目は地域移行支援についての講話だ。慢性期閉鎖病棟で病院職員と地域の相談事業所、行政職員、ピアスタッフにより座談会や茶話会を行っている。地域で暮らす事についてパワーポイントを使用し説明したり、退院した患者からのビデオレターを観たりしている。三つ目は「元気くらぶ」だ。これはSSTや心理教育を用いたもので、病気と付き合うためのスキルの獲得や退院に向けてのイメージづくりを目的としている。この3つの取り組みに共通する点が入院中から地域の支援者が関わっているという事だ。入院中から関わる事により信頼関係が出来退院後の生活の不安が軽減したり、患者へのかかわりがより個別性を重視したものとなるメリットがある。また、同院では再入院を防ぐために患者が退院した後は病棟のスタッフが訪問を行い、2週間～3ヶ月かけて支援スタッフを移行しているとのこと。しかし、慢性期病棟ではマンパワー不足もあり、実際に活動していく際の課題もまだ残された状態であるとの説明がなされた。
　2.仙台市の取り組み 

講師：君市　祐子（仙台市精神保健福祉総合センター(はあとぽーと仙台)臨床心理士）
（考察）
　長期入院患者の退院意欲喚起や不安軽減にかかった支援機関が22.8ヶ月と知り驚いた。支援者側が途中であきらめずに長期にわたり支援する事により、患者からの信頼関係にもつながるのだろうと思った。また、患者が入院している段階から地域移行者が支援を行うのは患者の不安軽減だけでなく、病棟スタッフと地域支援者間の連携強化ともなり、双方にメリットがあるのだと感じた。長期入院者は退院への意欲をなくし、地域生活への移行が困難になりと悪循環に陥ってしまうため、悪循環に陥らないよう、長期入院に移行する前段階、入院直後からの退院支援が必要なのだと感じた。
　（研修要旨）

　この講演では①仙台市における長期在院者の地域移行の現状、②仙台市における長期在院者に対する地域移行の取り組みについて説明がなされた。①仙台市の現状として精神科病床数は仙台市内で2674床となっており、仙台市内病床の約35%を1年以上入院している患者が占めている。年間で退院する患者は420人いるが、内216人は死亡や転院など地域生活を取り戻す事のない退院となっている。また、長期入院者が退院したとしても、別の入院者が新たな長期在院者となってしまうケースも見られる。②仙台市では平成18年度～平成26年度の6年間で退院促進事業を行い、普及啓発活動や退院促進支援の研修会等を行った。また、平成27年度からはピアサポーター養成講座を開始し、以降ピアスタッフと協働した個別支援及び長期入院者向けの普及啓発活動を行ってきた。地域移行や地域定着の推進、関係機関のネットワーク強化を目的として地域移行推進連絡会も開催されている。連絡会を行った結果、長期入院者の地域移行が進まない背景として、退院意欲の消失や家族の拒否といった患者や家族側の問題だけでなく、支援者の諦めや認識不足といった支援者側の要因もあることが明らかとなった。患者の退院意欲喚起や不安軽減にかかった支援機関は平均22.8ヶ月となっており、長期間にわたり支援を行う必要がある事がわかった。患者の退院に対する意欲低下や社会生活能力の低下、病院スタッフと地域支援者間での連携不足が契機となり、病棟内地域移行支援普及啓発活動を実施するに至った。啓発活動では長期在院者が地域生活を具体的にイメージできるような情報提供を目的とした講話、退院意欲の程度により小グループに分かれ茶話会を行っている。その後、病棟スタッフと地域支援者間で振り返りや情報共有等を行っている。この活動により患者のモチベーション向上や病院スタッフと地域支援者間での連携強化につながったとの説明がなされた。
【総括】

　　今回の研修への参加を通して、長期在院者の退院困難の理由、退院支援の方法について知ることが出来た。退院が困難となる理由は様々あるが、一番の原因は患者本人の退院に対する意欲低下であることが分かった。患者が意欲低下させない為にも入院初期から退院に向けた支援を行い、退院に対する不安軽減に努めていくことが必要だと感じた。また、支援者側の諦めも入院が長期化する原因となっている為、根気強く患者と向き合っていく必要があるのだと感じた。しかし、実際に現場で行うにはマンパワー不足もあり、思うように退院支援が進まない状況にある。スタッフのマンパワー不足が原因で患者が長期入院となってしまわないよう、制度を整えていくことが理想であり、今後の課題となるのだと感じた。
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